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１．公社債発行市場の動向について 
(1) 公社債の発行額の状況 

 

 

 

 

  

2024 年度第２四半期（７月～９月）における公社債の発行額のうち、国債については、各月 15 兆円から 16 兆円台で推

移し、前年同期比ベース（７月から９月までの発行額合計）の比較では、およそ 1.4 兆円減の 46.7 兆円となった。 

国債の発行額については、令和６年度国債発行計画において、昨年度の発行計画から総額ベースで約１割減額となってい

ることから、現時点では、おおむね計画どおりの発行状況となっている。 

今年度第３四半期以降については、衆院選で与党が過半数を割ったため、今後の経済対策や補正予算案の成立に影響が出

ると考えられ、今後の国債の発行にも少なからず影響があることが予想される。 

国債等以外の発行額については、前年同期比ベースで約 0.6 兆円の減額となった。また、公社債全体の今期の発行額につ

いては、前年同期比ベースで約 2 兆円減の 54.5 兆円となった。 
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(2) 国債の発行額の状況 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

2024 年度第 2 四半期（7 月～9 月）の国債発行額は、15 兆円台から 16 兆円台で推移しており、第 1 四半期（4 月～6

月：14 兆円台から 15 兆円台で推移）との比較で、およそ 1.4 兆円増額した。 

7 月の日本銀行の金融政策決定会合において、長期国債の買入れ減額（３月時点では毎月 6 兆円程度の買入れ予定であっ

たが、原則、毎四半期 0.4 兆円程度ずつ減額し、2026 年 1～3 月には毎月 3 兆円程度とする計画）が決定されたことによ

り、8 月以降、買入額が減少していることから、今後の長期国債の発行動向とともに、国債保有者の保有動向がどのように

変化していくのかが注目される。 

なお、国債全体に占める割合としては大きくないものの、金利の上昇を背景として、個人向け国債の発行が前年同期と比

較して増えている（0.8 兆円→1.3 兆円、約 62％増）。 
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(3) 国債以外の発行額の状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年度第 2 四半期（7 月～9 月）における国債以外の発行額（合計金額ベース）は、7.7 兆円となり、第 1 四半期（4

月～6 月、8.2 兆円）から 0.5 兆円の減少となった。 

今期における国債以外の発行額のうち、社債の発行額については、7 月末の金融政策決定会合前に駆け込み的な発行があっ

たため、2024 年 7 月は約 2.6 兆円と非常に大きな発行水準となり、今期の全体の数字を押し上げた。 

8 月以降においては、駆け込み需要後の発行減も見られたが、9 月に入ると(株)三菱 UFJ フィナンシャル・グループ、アス

テラス製薬(株)、住友化学(株)といった発行体による総額 1,000 億円以上の大型案件もあったことから、前期（4 月～6 月、

合計：4.7 兆円）との比較では、今期は合計で 4.6 兆円と、金利政策に変更があった中で、比較的小幅な減額にとどまった。 
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２．公社債流通市場の動向について 
(1) 公社債店頭売買高 
① 公社債店頭売買高（国債・国債以外）の状況 

 

 

 

 
 

 

2024 年度第２四半期（７月～９月）の公社債店頭売買高は、四半期毎の合計金額ベースでは 16,013 兆円となり、過去最高額

であった 2024 年度第 1 四半期（2024 年 4 月～6 月）の 15,918 兆円をおよそ 95 兆円更新した。 

また、前年同期（2023 年 7 月～9 月、14,264 兆円）との比較で見ても 12％（+1,749 兆円）程度増額しており、2024 年

度の店頭売買高は、高い水準を維持し続けている。 
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② 国債店頭売買高の状況 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年度第 2 四半期（7 月～9 月）の国債店頭売買高は、第２四半期の合計金額ベースで 16,003 兆円となり、過去

最高額（2024 年度第 1 四半期（4 月～6 月）、合計 15,904 兆円）を更新した。 

また、前期（2024 年度第 1 四半期）においては、中期国債（２年・５年）の売買高が 3,206 兆円（前期比＋1,471 兆

円）と増加傾向が顕著であったが、今期も引き続き四半期合計で 3,201 兆円と高水準の売買高を維持しており、前年同期

比 84％増と、中期ゾーンの国債売買高の増加傾向が続いている。 
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③ 国債以外の店頭売買高の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年度第 2 四半期（7 月～9 月）の国債以外の債券の店頭売買高は 10 兆 7,360 億円となり、前期（2024 年度第 1

四半期、14 兆 3,892 億円）から約 3.6 兆円減少した。 

そのうち、社債の 2024 年度第 2 四半期の売買高は 3 兆 9,852 億円で、前期から 1 兆 3,420 億円減少しているが、国

債以外の債券の店頭売買高に占める社債の割合は、前期の 38%から今期は 40%台に回復している。 

公社債店頭売買高は、99%以上を国債の売買が占める状況にあるが、国債の店頭売買高が過去最高額を更新する中で、

国債以外の債券の店頭売買高は減少傾向にある。 
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④ 主要投資家別の公社債店頭売買高(グロス。国債バスケットを含む。)の状況 

 

 

 

主要投資家別の店頭売買高（グロス）は、国債の売買を中心に外国人の売買高が引き続き高い水準を維持しており、2024

年 6 月の外国人のグロスベースの売買高（17,212,770 億円）は、過去最高の売買高（2023 年 12 月の 17,725,374 億

円）に匹敵する高水準となったが、9 月には、2024 年 3 月以来の 1,400 兆円台（14,655,061 億円）にまで減少した。 

９月に入ってからグロスベースでの売買高が減少した原因については、日本銀行が 8 月以降国債の買い入れを減額した

影響や、9 月に一時的に円高が進んだことから、為替リスクを考慮した実質的な利回りの低下が外国人投資家の売買行動

に影響を与えた可能性などが考えられる。 
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⑤ 主要投資家別の公社債店頭売買高(ネット。一般売買高の差引額)の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要投資家別の店頭売買高（ネット）の状況については、グロスベースで大きな売買主体となっている外国人の買い

越しが続いている。 

先述のとおり、外国人の 9 月のグロスでの売買は減少しているが、一方で、ネットの買い越しは大きく変わっていな

いことから、売買のバランスには大きな変化がなかったと考えられ、日銀による国債の買い入れが減少したものの、投

資家サイドにおけるポジション調整は比較的少なかったものと思われる。 

本統計においては、今後も外国人が最大の買い越し主体という傾向が継続していくと考えられるが、買い越しがどの

程度の水準となっていくのか、注目される状況となっている。 
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投資家別の店頭売買高（グロス・ネット） 
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(2) 債券レポ取引（現先・現担取引残高） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年度第 2 四半期（7 月～9 月）の債券レポ取引（現先・現担取引残高）の残高合計は、およそ 1,090 兆円となり、

過去最高の水準となった 2024 年度第 1 四半期（4 月～6 月）の約 1,079 兆円を 10 兆円程度上回った。 

残高の推移をみると、2024 年 8 月の残高は約 379 兆円であったが、2024 年 9 月の残高は約 351 兆円と、約 27 兆円

減少している。 

9 月に残高が減少に転じた理由としては、日銀による長期国債買入れの減額計画が実施され、8 月以降、買入額が減少

した結果、市場の流動性が低下し、レポ取引の残高が減少した可能性が考えられる。 

このため、来期以降も四半期ベースでの残高合計が過去最高を更新するか注目される。 
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３．エクイティファイナンスの動向について 

(1) 全国上場会社の公募増資等の状況 
① 国内・海外の状況 
  
 
  
 
 

 

 

 

2024 年度第 2 四半期（7 月～9 月）における全国上場会社の公募増資等の状況は、調達額ベースで合計 4,276 億円とな

り、前期（4 月～6 月）の調達額（5,033 億円）から 757 億円減額となった。 

今期の主な案件としては、７月に SBI ホールディングス㈱（ユーロ円 CB（転換社債型新株予約権付社債券）：1,000 億円）、

８月にインフロニア・ホールディングス㈱（株券等：1,000 億円）等の大型案件があった。 

なお、四半期ベースの傾向としては、前期減額だった不動産投資法人の調達が、今期は各月で 50 億円から 300 億円規模の

調達案件があり増額要因となった。 
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② 国内の状況 
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③ 海外の状況 
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(2) 全国上場会社の売出しの状況 
① 国内・海外の状況 
 

 

 

 

 

  
 

2024 年度第 2 四半期（2024 年 7 月～9 月）の売出額（国内・海外合計）については、合計額が 15,681 億円とな

り、前期（2024 年 4 月～7 月、2,678 億円）から 13,003 億円の大幅な増額となった。 

主な案件として、７月にはホンダ㈱の売出し（国内：4,179 億円、海外：795 億円）、㈱KOKUSAI ELECTRIC（国内：

1,382 億円、海外：1,382 億円）、㈱アシックスの売出し（国内：934 億円、海外：1,141 億円）、９月にはテルモ㈱の

国内売出し（1,825 億円）といった大型の資金調達があり大幅な増額となった。 

四半期ごとの動向としては、公募増資等と同様、今期は REIT（不動産投資信託）の売出しが毎月行われたことが、前

期からの増額要因となった。 
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② 国内の状況 
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③ 海外の状況 

 

  


